






















ラウン管テレビの販売については， 公取委の法的判断の基礎とされていない。 また， 完成したブ
ラウン管テレビを我が国ブラウン管テレビ製造販売業者等が購入していたことも， 直接的には公




た（違反宣言審決， これを 「本件審決」と呼ぶ）(3) 。 これを不服として3件の審決取消訴
訟が起こされた。 これらに対する東京高裁の3判決はいずれも請求棄却したが，
その理由づけはそれぞれ異なっていた（①東京高判平成28年1 月 29日• 平成27年（行
ケ）第37号〔サムスンSDIマレー シア〕判時2303号105頁審決集62巻419頁， ②平成28年4
月 13日・平成27年（行ケ）第38号〔MT映像デイスプレイ等〕審決集63巻241頁， ③平成28
年4 月 22 B· 平成27年（行ケ）第36号〔サムスンSDI韓国〕審決集63巻265頁）。 い�れ、
の高裁判決に対しても上告受理申立て等が行われ， 最高裁は①判決に対する上告















































命令を行いうるかが争われた (4)。 本件審決及び原判決は， 独禁法適用の是非につ
き， 3条の問題として論じていたが， 本判決は，「排除措置命令及び課徴金納付
命令に関する規定の適用」と述べるなど，2条6項該当性の問題として論じてい




本判決は， 本件事実関係を比較的詳細に総括した事例判決の形を取る (8) 。 た
だ， 判旨に挙げたような一定の一般論も示している。 抽象的一般論は， 我が国に
弊害が及んだ場合に我が国独禁法を適用するとしており， 事実上 「効果理論」と
同等の内容を確認したものといえよう (9)。 重要なのは， これを説明した具体的一





いる。 しかし， 当該引用部分は， 競争の実質的制限の解釈として長く重んじられ
てきた部分ではなく， むしろ多摩談合最高裁判決が当該事案に対応して付け加え
た部分である(11)。 すなわち，「競争自体が減少して， 特定の事業者又は事業者集
団がその意思で， ある程度自由に， 価格， 品質， 数量， その他各般の条件を左右
することによって， 市場を支配することができる状態をもたらすこと」（東宝 ・ ス
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の弊害要件たる競争の実質的制限と同法 2 条 4 項を併せ読めば， 供給を受ける需
要者において弊害を把握するのが自然な解釈である。 実際， 本件においても， 価
格協定から離れて取引交渉する自由が制限された結果としての弊害は， 競争価格
よりも引き上げられた対価という形で， 現地製造子会社等の下で実現してい
る (13) (14) 。
具体的一般論第 2 文は， 独禁法上の法律用語であって， 本件においてその解釈
が争点となっていた 「需要者」を用いるのを避け， その解釈論にも立ち入らず，
「取引の相手方」という言葉によって判示しているのが特徴的である。 「取引の相
手方」は， 直接 ・ 間接に取引を行った者もしくはそれに淮じて評価される者と考
えられるが， 本件への当てはめの態様からしてやや広めに解釈される余地が窺え
る。 いずれにせよ， 直接 ・ 間接の取引関係を要しない 「需要者」と完全に重なる







該判示に読み込みうるように思われる。 このように， 本判決は， 独禁法の条文に
登場しない 「取引の相手方」を用いて判示したが， 本件で制限される競争は， あ
くまでも同法2条4項1号の定義に基づく同一の需要者に対する供給競争であ
る。 そして， 当該競争の場が市場であり， 一定の取引分野たりうることは， 判審
決の認めるところである(16)。 したがって， 「取引の相手方」と需要者， ひいては




合事件 (18) 等を引き合いに出して， 意思決定者も広く含む判断が積み重ねられて
いたと指摘する。 しかし(19)' 挙げられている事例は全て， 需要者・供給者が違
反者である場合に関するものである。 法2条6項の条文上， 違反者は 「事業者」
性が要求されるのみで， 需要者・供給者であることは必要でないし， 違反者側に































実になっているといえよう (22) 。 もっとも， 事例判決である本判決は本件の事実
関係として多くの点を挙げているから， 将来類似の事案が出てきた場合に， 本判
決を先例として， 主要な意思決定の所在という観点からのみに基づいて経済活動




東芝が， 自社の HDD に用いるサスペンションの仕様を定め， 供給者側と直接交
渉を行って， 調達価格を決定していたとするが， その指示を受けて当該サスペン
ションを購入して HGA を製造した（当該 HGA を東芝が購入） SAE の所在地，
もしくはサスペンションの供給地への言及はない（命令書4頁）。





あっても全て課徴金の算定基礎になるとするのは， 同法 7 条の 2 第 1 項の文言か




















(2) この点について， 白石・後掲評釈15頁， 白石忠志 『独禁法事例集』（有斐閣， 平成29






(5) この点につき， 白石・後掲評釈7頁， 白石 『独禁法事例集』 571頁。
(6) この点につき， 白石・後掲評釈6頁は， 課徴金に係る判示も行いうるか否かという観
点から推論を行っている。 ただ， 本判決において当該判示は相対的に重要とは言えない。
(7) この点につき， 白石・後掲評釈15-16頁。
(8) この点は， 裁判所web上の裁判要旨からも明らかである。 ただし， 事例判決である
ことをどこまで重くみるかは， 書き手の意図から離れて， 最終的には解釈の問題である。
(9) 白石・後掲評釈8頁， 齊藤・後掲評釈3頁， 土田・後掲評釈63-64頁， 若林・後掲評
釈104頁。





れる。 この点， ②高裁判決は， 「効果理論」の採用を明確に否定する判示を行っていた
が， 最高裁は， 下級審で争点となったために， この用語の使用を避けたとみるのが穏当
だろう。
(11) これは， 多摩談合最高裁判決調査官解説からも読み取れる。 最高裁判所判例解説民
事篇平成 24 年度（上） 200-201 頁。
(12) 田辺・後掲 39-40 頁。
(13) 長澤・後掲評釈 170-171 頁同旨。 本件合意は交渉内容である対価に直接関わってい
たが， 数量制限協定等は自由な契約交渉に何ら支障をもたらさないのであって， 意思決
定過程の自由と競争の実質的制限とを同視すべきでないことも指摘されている。
(14) 田辺・後掲 44 頁に関して， 原判決を評釈した拙稿は（法学 80 巻 2 号 175 頁）， 本件
においてこのような弊害が我が国ブラウン管テレビ製造販売業者に生じたことの立証が
ないことを主張しようとして， 損害の帰属という言葉を用いたが (180-181 頁）， 少なく
とも拙稿は， 損害の帰属先こそが需要者だという主張を行ったつもりはない。
(15) 白石 ・ 後掲評釈 10 頁， 若林・後掲評釈 105 頁。
(16) そのような判示を行った判審決は枚挙にいとまがないが， 代表例として， 最判平成
22 年 12 月 17 日・平成 21 年（行ヒ）第 348 号〔NTT 東日本〕民集 64 巻 8 号 2067 頁。
(17) この点につき， 白石・後掲評釈 10 頁。
(18) 公取委命令平成 20 年 10 月 17 日。
(19) 田辺・後掲 40-41 頁。
(20) 白石 『独禁法事例集』 580-581 頁。
(21) 一方で， 企業結合規制においても， 世界市場や東南アジア市場が画定されるように
なっており， そのように狭く解する必要はないという批判が考えられる。 しかし， その
ような市場も我が国所在需要者への影響を念頭に置いて， 限られた場合に限っで慎重に
画定されているところに注意する必要がある。 さらには， 事前規制を行う企業結合規制
以外の場面でそのような市場画定がほとんど行われておらず， むしろマリンホ ー ス事件
排除措置命令（平成 20 年 2 月 20 日 ・ 平成 20 年（措）第 2 号審決集 54 巻 512 頁） や本
件排除措置命令のように， 特に独禁法の存在感が増した昨今は， 我が国所在需要者に着
目し， これを基点として市場画定が行われる傾向にある点を見過ごしてはならない。 そ
して， 我が国独禁法の条文の下では， 後述のように， 市場の広狭が課徴金の議論に直結




(22) 裁判所 web 上の裁判要旨は， 事実関係を 3 点にまとめている。 詳しくは， 長澤・後
掲評釈 172-173 頁， 供給者側の予見可能性低下を指摘するものとして， 白石・後掲評釈
13 頁。
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